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個 別 注 記 表

(自　2025年１月１日
至　2025年12月31日)

法令および当社定款第14条第２項の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に

対して交付する書面には記載しておりません。

第47期定時株主総会招集ご通知

【電子提供措置事項のうち法令および定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項】

シリウスビジョン株式会社



連結注記表
１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数　５社

・主要な連結子会社の名称

株式会社UniARTS

株式会社ウェブインパクト

希瑞斯（上海）視覚科技有限公司

SiriusVision VIETNAM Co., LTD.

SiriusVision(THAILAND) Co., LTD.

(2) 非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準および評価方法

有価証券

　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

…………時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平

均法により算定）

市場価格のない株式等

…………移動平均法による原価法

棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

製品…………………主に個別法

仕掛品………………個別法

原材料………………総平均法
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有形固定資産

（リース資産を除く）

当社および国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、1998年４月

１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物………５～15年

機械装置及び運搬具…10年

無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年)、販売用ソフトウエアについては、その効果の及ぶ期間（３年）に基づい

ております。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上し

ております。

株式給付引当金

　当社および一部の連結子会社において、従業員の株式給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

④重要な収益及び費用の計上基準

　下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約の識別

ステップ２：履行義務の識別

ステップ３：取引価格の算定

ステップ４：取引価格の履行義務への配分

ステップ５：履行義務の充足による収益の認識

　当社グループは、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと

交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　画像検査装置の販売について、当社グループは契約に基づき顧客に納品する義務を負っておりま

す。当該履行義務は顧客の検収時に充足されるものであることから、当該一時点において顧客との契

約に基づき収益を計上しております。保証サービスについては、契約期間にわたって履行義務を充足

するものと判断しており、当該契約期間に応じて収益を計上しております。いずれも重大な金融要素

や、重要な対価の変動性、重要な変動対価の見積り等はありません。
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⑤重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外連結子会社の資産および負債、収益および費用は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に計上しております。

⑥のれんの償却方法および償却期間

　のれんの償却については、その効果の発現する期間を合理的に見積もり、当該期間において均等償

却しております。

２．追加情報

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、2021年３月１日開催の取締役会において、当社の従業員および当社グループ会社の役職員（以下

「従業員等」といいます。）に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（J-

ESOP）」（以下「本制度」といいます。）を導入することにつき決議いたしました。

(1) 取引の概要

　当社の株価や業績と従業員等の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することによ

り、株価および業績向上への従業員等の意欲や士気を高めるため、本制度を導入することといたしました。

　本制度は、予め当社および当社グループ会社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社

の従業員等に対し当社株式および当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいま

す。）を給付する仕組みです。

　当社および当社グループ会社は、従業員等に対し個人の職位等に応じてポイントを付与し、一定の条件に

より受給権を取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式等を給付します。従業員等に対し給付す

る株式については、当社が予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理する

ものとします。

(2) 信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。

　なお、株式給付規程に基づく従業員等に対する将来の当社株式の交付に備えるため、当連結会計年度末に

おける株式給付債務の見込額にて株式給付引当金を計上しております。

(3) 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資産の部

に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、当連結会計年度末において

は67,334千円、170,900株であります。
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当連結会計年度

有形固定資産 2,174千円

無形固定資産 83,227千円

長期前払費用（注） 16,106千円

減損損失 542,809千円

３．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022

年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。法人税等の計上区分（その

他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める

経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月

28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おります。これによる連結計算書類に与える影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算

書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から

適用しております。

４．会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（注）投資その他の資産の「その他」に含めて表示しております。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　算出方法

　固定資産は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した価額を連結貸借対照表価額と

しております。減損損失額は、資産または資産グループにおいて営業活動から生ずる損益等の継続的なマイ

ナス、経営環境の著しい悪化、市場価格の著しい下落等を減損の兆候とし、減損の兆候があると認められた

場合には、減損損失の認識の要否を判定しております。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額

が帳簿価額を下回り、減損損失の認識が必要と判断された場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額ま

たは使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として計上しております。

②　主要な仮定

　減損の兆候の判定および回収可能価額の見積りにおける主要な仮定は、事業計画を基礎とした将来キャッ

シュ・フロー、正味売却価額の算定に用いる市場価値および割引率であります。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　減損の兆候の把握、減損損失の認識や測定には慎重を期しておりますが、事業計画や市場環境の変化によ

り、その前提となる条件や仮定に変更が生じて見積額が減少した場合、減損処理が必要となる可能性があり

ます。
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    有形固定資産の減価償却累計額 423,813千円

当座貸越の極度額総額 400,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 200,000千円

場所 用途 種類 減損損失

シリウスビジョン

株式会社

（神奈川県横浜市）

事業用

資産

建物及び構築物、機械装置、工具器具

備品、無形固定資産等
542,809千円

５．連結貸借対照表に関する注記

　　　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しておりま

す。

　当連結会計年度における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

６．連結損益計算書に関する注記

　　　減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

当社グループは、原則管理会計上の区分に基づく単位を独立したキャッシュ・フローを生成する単位とし

て、減損の兆候を判定しております。遊休資産については、個別資産ごとにグルーピングを行っておりま

す。

営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又は継続してマイナスとなる見込みである資産グループにつ

いては、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は正味売却価額あるいは使用価値により測定しております。正味売却価額は、処分見

込価額を基に算定した金額により評価しており、使用価値は将来キャッシュ・フローに基づく金額により評

価しております。また、将来キャッシュ・フローに基づく金額がマイナスの場合は、回収可能価額は零と算

定しております。

　　　事業構造再編費用

　生産効率化のための構造改革実施に伴い、特別退職金64,434千円及び再就職支援費用5,000千円を事業構

造再編費用として計上しております。
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株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 5,722,500 － － 5,722,500

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 1,080,312 3,500 1,076,812

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2025年３月25日
定時株主総会

普通株式 48,165 10.0 2024年12月31日 2025年３月26日

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式に関する事項

(2) 自己株式に関する事項

(注1)当連結会計年度期首の株式数には、「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として株式会社日本カスト

ディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式174,400株が含まれております。

(注2)当連結会計年度末の株式数には、「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として株式会社日本カストデ

ィ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式170,900株が含まれております。

(注3)変動事由の概要

株式給付信託（J-ESOP）の給付による減少　　　3,500株

(3)　新株予約権等に関する事項

　　 該当事項はありません。

(4)　配当に関する事項

 ① 配当金支払額

（注）配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）に対する配当金1,744千円が含まれております。

 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　該当事項はありません。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券

その他有価証券 126,509 126,509 －

長期借入金（１年内含む） 70,012 68,734 △1,277

８．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入

による方針です。

②金融商品の内容およびそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに

事業を展開していることから生じている外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式、公社債等を対象とした投資信託であり、市

場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、全て１年以内の支払期日であります。また、その一部には原

料等の輸入および海外生産に伴う外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されております。

　長期借入金については、主に営業取引に係る資金調達及び設備投資に係る資金調達であります。

③金融商品に係るリスク管理体制

信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について管理本部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ

ングし、取引相手ごとに期日や残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把

握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行っ

ております。

市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直し

ております。また、外貨建の営業債権債務については、為替相場の状況を継続的に把握することで為替

の変動リスクを管理しております。借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、長期固定金

利借入を利用しております。

流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理して

おります。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 126,509 － － 126,509

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内含む） － 68,734 － 68,734

(注1)金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」について

は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。

(注2)非上場株式（連結貸借対照表計上額 205,253千円）は、市場価格のない株式等のため、「投資有価

証券」には含めておりません。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。

　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価

　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 (単位：千円)

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 (単位：千円)

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　　投資有価証券

　　　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類しております。

　　長期借入金

　　　元利金合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しており、レベル

２の時価に分類しております。
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当連結会計年度

一時点で移転される財又はサービス 1,934,539千円

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 130,223千円

顧客との契約から生じる収益 2,064,763千円

その他の収益 －千円

外部顧客への売上高 2,064,763千円

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 317,627千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 302,677千円

契約負債（期首残高） 88,170千円

契約負債（期末残高） 109,957千円

(1) １株当たり純資産額 367.31円

(2) １株当たり当期純損失 157.46円

９．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１.連結計算書類の作成のための基

本となる重要な事項に関する注記等（4）会計方針に関する事項　④　重要な収益及び費用の計上基準」に

記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①契約資産及び契約負債の残高等

　契約負債は、保守サービス契約に基づき顧客から受領した前受収益や販売契約について、支払条件に基づ

き顧客から受け取った前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。当

連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は72,736千円であり

ます。

②残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予

想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。未充足（又は部分的に未充

足）の履行義務は、当連結会計年度末において186,332千円であります。当該残存履行義務は、概ね２年以

内に収益として認識すると見込んでおります。

10．１株当たり情報に関する注記

(注)１株当たり純資産額の算定に用いられた当連結会計年度末の普通株式及び１株当たり当期純損失の算定

に用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所有株式分を控除する他、当社が導入し

ている株式給付信託（J-ESOP）が所有する当社株式（当期末170,900株、期中平均株式数172,797株）を

控除して算定しております。
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子会社株式 移動平均法による原価法

有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物…………５～15年

機械装置……10年

無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年)、販

売用ソフトウエアについては、その効果の及ぶ期間（３年）に基づいております。

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

…………………時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均

法により算定）

市場価格のない株式等

………………移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準および評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

仕掛品………………個別法

原材料………………総平均法

(3) 固定資産の減価償却の方法

リース資産　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4) 引当金の計上基準

貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

株式給付引当金

　従業員の株式給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約の識別

ステップ２：履行義務の識別

ステップ３：取引価格の算定

ステップ４：取引価格の履行義務への配分

ステップ５：履行義務の充足による収益の認識

　当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け

取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　画像検査装置の販売について、当社は契約に基づき顧客に納品する義務を負っております。当該履行

義務は顧客の検収時に充足されるものであることから、当該一時点において顧客との契約に基づき収益

を計上しております。保証サービスについては、契約期間にわたって履行義務を充足するものと判断し

ており、当該契約期間に応じて収益を計上しております。いずれも重大な金融要素や、重要な対価の変

動性、重要な変動対価の見積り等はありません。

(6) 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

２．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。

以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに

定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響

はありません。
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当事業年度

有形固定資産 －千円

無形固定資産 －千円

減損損失 584,510千円

３．会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　算出方法

　固定資産は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した価額を貸借対照表価額として

おります。減損損失額は、資産または資産グループにおいて営業活動から生ずる損益等の継続的なマイナ

ス、経営環境の著しい悪化、市場価格の著しい下落等を減損の兆候とし、減損の兆候があると認められた場

合には、減損損失の認識の要否を判定しております。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が

帳簿価額を下回り、減損損失の認識が必要と判断された場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額また

は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として計上しております。

②　主要な仮定

　減損の兆候の判定および回収可能価額の見積りにおける主要な仮定は、事業計画を基礎とした将来キャッ

シュ・フロー、正味売却価額の算定に用いる市場価値および割引率であります。

③　翌事業年度の計算書類に与える影響

　減損の兆候の把握、減損損失の認識や測定には慎重を期しておりますが、事業計画や市場環境の変化によ

り、その前提となる条件や仮定に変更が生じて見積額が減少した場合、減損処理が必要となる可能性があり

ます。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 412,085千円

短期金銭債権 158,002千円

短期金銭債務 14,134千円

長期金銭債務 7,310千円

４．追加情報

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、2021年３月１日開催の取締役会において、当社の従業員および当社グループ会社の役職員（以下

「従業員等」といいます。）に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（J-

ESOP）」（以下「本制度」といいます。）を導入することにつき決議いたしました。

(1) 取引の概要

　当社の株価や業績と従業員等の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することによ

り、株価および業績向上への従業員等の意欲や士気を高めるため、本制度を導入することといたしました。

　本制度は、予め当社および当社グループ会社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社

の従業員等に対し当社株式および当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいま

す。）を給付する仕組みです。

　当社および当社グループ会社は、従業員等に対し個人の職位等に応じてポイントを付与し、一定の条件に

より受給権を取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式等を給付します。従業員等に対し給付す

る株式については、当社が予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理する

ものとします。

(2) 信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。

　なお、株式給付規程に基づく従業員等に対する将来の当社株式の交付に備えるため、当事業年度末におけ

る株式給付債務の見込み額にて株式給付引当金を計上しております。

(3) 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資産の部

に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、当事業年度末においては

67,334千円、170,900株であります。

５．貸借対照表に関する注記

　　　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(2) 関係会社に対する金銭債権・金銭債務

(3) 取締役に対する金銭債務
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当座貸越の極度額総額 400,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 200,000千円

営業取引による取引高

売上高 55,861千円

仕入高 85,600千円

営業取引以外の取引による取引高 66,129千円

普通株式 1,076,812株

繰延税金資産 (単位：千円)

関係会社株式評価損 91,038

減損損失 226,660

資産除去債務 7,761

繰越欠損金 537,371

その他 79,999

繰延税金資産小計 942,832

評価性引当額 △942,832

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 27,059

繰延税金負債合計 27,059

繰延税金負債純額 27,059

(4) 当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しておりま

す。

　当事業年度における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

６．損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引高

７．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末日における自己株式の種類および数

(注)当事業年度末の株式数には、「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀

行（信託Ｅ口）が保有する当社株式170,900株が含まれております。

８．税効果会計に関する注記

　　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容

議決権等
の所有

(被所有)
割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

子会社 ㈱ｳｪﾌﾞｲﾝﾊﾟｸﾄ
東京都
千代田区

42,425
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
ｿﾌﾄｳｴｱ

所有直接
69.1

経営管理
役員の兼任

経営管理料
の受取
(注)2

60,000 未収入金 5,885

子会社 ㈱UniARTS
横浜市
港北区

50,000
ｸﾗｳﾄﾞｻｰ
ﾋﾞｽ業

所有直接
90.0

経営管理
役員の兼任
資金の貸付

資金の回収
(注)1

42,187

関係会社
短期

貸付金
(注4)

関係会社
長期

貸付金
(注4)

54,583

50,312

子会社

希瑞斯（上海）

視覚科技

有限公司

中国
上海市

146,599 販売業
所有直接

100.0

当社製品の
販売
役員の兼任

製品の販売
(注)3

3,351
売掛金
(注5)

97,103

子会社

SiriusVision

(THAILAND) CO., 

LTD.

タイ
バンコク

35,400 販売業
所有直接

98.0

当社製品の
販売

製品の販売
(注)3

77,606 売掛金 29,219

９．関連当事者との取引に関する注記
子会社

取引条件および取引条件の決定方針等

(注) 1.貸付金の金利については、市場金利を勘案し、決定しております。

2.経営管理料については、業務内容等を勘案し、双方協議の上、合理的に決定しております。

3.製品の販売については、市場価格等を勘案しての価格交渉の上、決定しております。

4.関係会社短期貸付金及び関係会社長期貸付金に対し、56,963千円の貸倒引当金戻入益を計上し、当事業年度現在、

31,874千円の引当金残高となっています。

5.売掛金に対し、57,685千円の貸倒引当金繰入額を計上し、当事業年度現在、68,429千円の引当金残高となっておりま

す。

10．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「９．収益認識に関する注 

記」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。
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(1) １株当たり純資産額 330.42円
(2) １株当たり当期純損失 170.84円

11．１株当たり情報に関する注記

(注)１株当たり純資産の算定に用いられた当事業年度末の普通株式及び１株当たり当期純損失の算定に用い
られた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所有株式分を控除する他、当社が導入している
株式給付信託（J-ESOP）が所有する当社株式（当期末170,900株、期中平均株式数172,797株）を控除し
て算定しております。
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